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貸  借  対  照  表 
（平成 30年２月 28日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 

 現 金 及 び 預 金  

 売 掛 金 

 商 品 

  貯 蔵 品 

 前 払 費 用 

 関 係 会 社 貸 付 金 

未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

 有 形 固 定 資 産 

 建 物 

 構 築 物 

 機 械 装 置 

 工 具 器 具 備 品 

 土 地 

 リ ー ス 資 産 

 建 設 仮 勘 定 

 無 形 固 定 資 産 

 借 地 権 

 商 標 権 

 ソ フ ト ウ エ ア 

 リ ー ス 資 産 

 電 話 加 入 権 

 投 資 そ の 他 の 資 産 

 投 資 有 価 証 券 

  出 資 金 

  長 期 貸 付 金 

  関 係 会 社 長 期 貸 付 金 

  繰 延 税 金 資 産 

 長 期 前 払 費 用 

 差 入 保 証 金 

 そ の 他 

 貸 倒 引 当 金 

 

2,030,534 

1,104,812 

243,671 

117,641 

10,003 

278,906 

50,000 

139,094 

101,036 

28,282 

△42,914 

7,982,880 

4,471,736 

2,311,149 

189,338 

8,874 

236,693 

1,286,425 

433,236 

6,016 

311,418 

287,379 

1,242 

22,285 

389 

121 

3,199,726 

104,347 

10 

4,551 

25,000 

559,900 

95,960 

2,431,941 

780 

△ 22,766 

 

流 動 負 債 

 買 掛 金 

 短 期 借 入 金 

 1 年内返済予定の長期借入金 

 リ ー ス 債 務 

 資 産 除 去 債 務 

 未 払 金 

 未 払 費 用 

 未 払 法 人 税 等 

 未 払 消 費 税 等 

 預 り 金 

 前 受 収 益 

 賞 与 引 当 金 

 役 員 賞 与 引 当 金 

 販 促 引 当 金 

 優 待 販 促 引 当 金 

 そ の 他 

固 定 負 債 

 長 期 借 入 金 

 リ ー ス 債 務 

 資 産 除 去 債 務 

 退 職 給 付 引 当 金 

 長 期 預 り 保 証 金 

 そ の 他 

5,733,564 

591,427 

2,900,000 

889,988 

174,741 

1,438 

829,569 

63,441 

17,579 

89,638 

11,786 

6,239 

134,254 

3,795 

15,492 

3,549 

623 

2,486,969 

1,253,311 

379,374 

430,894 

397,668 

25,320 

401 

負 債 合 計 8,220,534 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

 利 益 剰 余 金 

   利 益 準 備 金 

   繰 越 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

1,786,042 

100,000 

1,895,951 

1,895,951 

△209,909 

6,985 

△216,894 

6,839 

6,839 

純 資 産 合 計 1,792,881 

資 産 合 計 10,013,415 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,013,415 

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
（平成 29年３月１日から平成 30年２月 28日まで） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

 売 上 高 

 売 上 原 価 

   売 上 総 利 益 

 販売費及び一般管理費 

   営 業 利 益 

 営 業 外 収 益 

  受 取 利 息 

  受 取 配 当 金 

  賃 貸 収 入 

  そ の 他 

 営 業 外 費 用 

  支 払 利 息 

  社 債 利 息 

  賃 貸 原 価 

  貸倒 引当金繰 入 

  そ の 他 

   経 常 利 益 

特 別 利 益 

 固 定 資 産 売 却 益 

 そ の 他 

特 別 損 失 

 子会社株式評価損 

 減 損 損 失 

 そ の 他 

 税引前当期純損失（△） 

  法人税、住民税及び事業税 

  法人税等調整額 

 当 期 純 損 失（△） 

 

 

 

 

 

 

 

11,951 

682 

120,475 

43,427 

22,404,908 

7,782,141 

14,622,767 

14,410,343 

212,423 

 

 

 

 

176,536 

 

 

 

 

 

186,624 

 

41,086 

3,213 

109,484 

21,554 

11,285 

 

 

202,335 

 

 

29,976 

1,388 

28,587 

 

8,746 

403,179 

29,878 

 

 

 

441,804 

 

12,805 

△82,241 

△209,491 

 

△69,436 

 △140,056 

 

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
（平成 29年３月１日から平成 30年２月 28日まで） 

（単位：千円）   

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 資本準備金 
その他資本 

剰余金 

利益準 

備金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 100,000 2,102,346 99,941 - △ 306,336 1,995,951 

当期変動額       

 資本準備金の減少 

 資本剰余金の振替 
- △ 2,102,346 2,102,346 - - - 

 欠損填補 - - △ 306,336 - 306,336 - 

 剰余金の配当 - - - - △ 69,852 △ 69,852 

 剰余金の配当に伴う 

 利益準備金の積立て 
- - - 6,985 △ 6,985 - 

 当期純損失（△） - - - - △ 140,056 △ 140,056 

 株主資本項目以外の 

 当期変動額（純額） 
- - - - - - 

当期変動額合計 - △ 2,102,346 1,796,009 6,985 89,442 △ 209,909 

当期末残高 100,000 - 1,895,951 6,985 △ 216,894 1,786,042 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 2,917 2,917 1,998,868 

当期変動額    

 資本準備金の減少 

 資本剰余金の振替 
- - - 

 欠損填補 - - - 

 剰余金の配当 - - △ 69,852 

 剰余金の配当に伴う 

 利益準備金の積立て 
- - - 

 当期純損失（△） - - △ 140,056 

 株主資本項目以外の 

 当期変動額（純額） 
3,921 3,921 3,921 

当期変動額合計 3,921 3,921 △ 205,987 

当期末残高 6,839 6,839 1,792,881 

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。 
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  個別注記表 

 

１．重要な会計方針に係る事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券……時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品………主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下の方法により算定) 

貯蔵品……最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下の方法により算定) 

 

③ 固定資産の減価償却の方法 

イ. 有形固定資産（リース資産を除く） 

主として、定率法によっております。ただし、平成 10年４月１日以後に取得した建

物（建物付属設備を除く）並びに平成 28年４月１日以後取得した建物付属設備及び構

築物については定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物     12年～38年 

構築物    10年～20年 

機械装置   10年 

工具器具備品 ５年～９年 

 

ロ. 無形固定資産（リ-ス資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づき償却しております。また、商標権については、10

年間で償却しております。 

 

ハ. リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リ-ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

ニ. 長期前払費用…均等償却によっております。 

 

④ 引当金の計上基準 

イ. 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上することとしております。 
 

ロ. 賞与引当金 

  従業員への賞与支給に備え、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上してお

ります。 
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ハ. 役員賞与引当金 

  役員への賞与支給に備え、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しており

ます。 
 

ニ. 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しており

ます。 

ａ.退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。 

ｂ.数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

  過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年) による定額法により、発生期の翌期から費用

処理しております。 

 

ホ. 販促引当金 

将来のステップアップクーポンの利用による費用の発生に備えるため、そのス

テップアップクーポンの利用実績に基づき、当連結会計年度末におけるステップ

アップクーポン利用見込額を計上しております。 

 

へ.優待販促引当金 

将来の㈱吉野家ホールディングスの株主優待券の利用による費用の発生に備え

るため、その株主優待券の利用実績に基づき、当事業年度末における株主優待利用

見込額を計上しております。 

 

 

⑤ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

イ. 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結

計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 

 

ロ.外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

 

ハ. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

ニ. 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
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２．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

① 担保に供している資産 

建物               403,974千円 

土地             1,247,768千円 

投資有価証券           94,545千円 

 計             1,746,288千円 

② 担保に係る債務 

短期借入金            260,533千円 

１年内返済予定の長期借入金    781,384千円 

長期借入金          1,187,279千円 

 計             2,236,147千円 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額    10,500,907千円 

 

 (3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

           短期金銭債権                     82,861千円 

           長期金銭債権                     58,400千円 

           短期金銭債務                  2,938,907千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

(1) 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

  売上高                 2,826千円 

  仕入高             7,259,881千円 

  営業費用             277,594千円 

営業取引以外の取引による取引高    60,704千円 

  

  (2) 当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 金額（千円） 

近畿地区 店舗 １店舗 建物、その他 16,357  

関東地区 店舗 17店舗 建物、その他 379,401  

 当社は、事業用資産においては、管理会計上の区分に基づいて、主として各店舗を基

本単位としてグルーピングをしております。 

当事業年度において営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなる店舗につい

て減損損失を認識し、各資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額 395,938

千円を減損損失として計上いたしました。その主な内訳は、建物 307,449千円等であり

ます。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しており、将来キャ

ッシュ・フローがマイナスであるため使用価値を零としております。 

 

４．当該事業年度中に行った資本準備金の減少に関する事項 

      平成 29 年５月 23 日開催の定時株主総会に基づき平成 29 年６月 27 日に資本準備金

2,102,346千円を減少し、その他資本剰余金に振り替えております。またその他資本剰余

金から繰越利益剰余金の損失額と同額を繰越利益剰余金に振り替えております。 
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５．税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産）   

未払事業税 79 千円 

貸倒引当金 23,257  

賞与引当金 49,214  

退職給付引当金 14,0881  

ポイント引当金 

固定資産 

 6,788 

619,728  

 

資産除去債務 153,089  

税務上の繰越欠損金 820,374  

その他 44,614  

繰延税金資産小計 1,858,024  

評価性引当額 △1,164,120  

繰延税金資産合計 693,903  

   

（繰延税金負債）   

建設協力金 △14,076  

資産除去債務に対応する除去費用 △122,716  

その他 103,825  

繰延税金負債合計 △32,967  

繰延税金資産の純額 660,936  

   

 

 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約によ

り使用している固定資産の主なものは、店舗の建物及び賃貸している工場の製造設備で

あります。 
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７．関連当事者との取引に関する注記 

  親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

 (千円) 

事業の内容

又は職業 

議決権等の 

所有(被所 

有)割合 

   (％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 役員の

兼任等 

事業上

の関係 

親会社 

㈱吉野家

ホールデ

ィングス 

東京都

中央区 
10,265,485 持株会社 

(被所有) 

直接

100.00 

兼任 

１名 

食材の

仕入 

 

工場社

屋の賃

貸 

 

資金の

借入 

食材の仕入 

（注１） 

 

賃貸料の受

取（注２） 

 

 

資金の借入

（注３） 

7,259,881 

 

 

60,704 

 

 

 

2,300,000 

買掛金 

 

 

- 

 

 

 

短期借入金 

553,160 

 

 

- 

 

 

 

2,300,000 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １. 食材の仕入については、当社との間で締結した「商品売買基本契約書」に基づき、㈱吉野家ホ

ールディングスの製造原価または仕入価格に当該契約に定めのある一定の料率を加算して算

定した額をもって取引しております。 

 ２. 工場社屋の賃貸料については、固定資産税相当額及び償却費等の経費相当額に基づいて算出し

ております。 

 ３. 資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、担保の

設定はありません。 

  

 

８．１株当たり情報に関する注記 

 １株当たり純資産額         12円 30銭 

 １株当たり当期純損失（△）   △ 0円 96銭 

 

 

 


